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契約を締結し、それに基づきグループ経営運営費の支払を行っています。これにより、当社は

各種の助言、ＮＴＴブランドの使用、グループ広報の実施等の役務および便益の包括的な提供

を受けており、このことは、当社の信用力や信頼性の向上につながり、事業遂行上のメリット

になるものと考えています。 

その他、当社は、ＮＴＴグループとの間で建物賃貸借契約を締結し賃料収入を得ていますが、

賃貸価格の決定方法については一般の取引先と同様の条件を基本とし、近隣相場や市場価格を

参考に双方協議の上決定しています。 

なお、不動産賃貸事業におけるＮＴＴグループとの取引状況は以下のとおりです。 

 

＜不動産賃貸事業（連結）におけるＮＴＴグループとの取引＞ 

 平成26年３月期 平成27年３月期 

不動産賃貸事業収益（百万円） 96,595 91,739

ＮＴＴグループからの収益（百万円） 25,721 21,289

ＮＴＴグループからの収益／不動産賃貸事業収益（％） 26.6 23.2

 

５. 親会社等との人的関係 

 

当社では、ＮＴＴグループより受け入れる社員につきましては、出向ではなく、転籍としてい

ます。また当社は、本資料の提出日現在において、社外取締役および社外監査役としてＮＴＴか

ら各１名を招聘していますが、その就任は当社からの要請に基づくものであり、当社は独自の経

営判断を行っています。 

 

（役員の兼職状況） 

役 職 氏 名 親会社等又はそのグループ企業の役職 就任理由 

 取締役 池田 康 
日本電信電話株式会社 
総務部門 担当部長 

幅広い経営的視点を取

り入れるため当社から

就任を依頼 
 監査役  久米 真司 

日本電信電話株式会社 
経営企画部門 担当部長 

  
日本カーソリューションズ株式会社 
社外取締役 

（注）当社の取締役13名、監査役４名のうち、親会社との役職を兼任している役員は当該２名のみです。 

 

６. 親会社等からの独立性確保の状況 

 

当社は、ＮＴＴグループの中で不動産事業を全国規模で行う企業として、自ら経営責任を負い、

独立して事業経営を行っています。前２から５に記載のとおり、親会社からの一定の独立性は確

保されているものと考えています。 
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